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1. 平成１８年９月中間期の連結業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）
  (1) 連結経営成績　   　　　　 　  　　     (注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　 売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１８年９月中間期 ７，３０４ (△　6.9） △ ４０８ ( － ） △ ４１７ ( － ）

  １７年９月中間期　 ７，８４７ (　　9.9） △ ３５９ ( － ） △ ３６７ ( － ）

１８年 ３ 月 期 １９，７２５ 　 ８９ 　 ７９ 　

　

　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益
潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 円 銭 円 銭

１８年９月中間期 △ ２２３ ( － ） △ １４ ６４ － －

１７年９月中間期 △ ２７０ ( － ） △ １８ ０７ － －

１８年 ３ 月 期 ９３ 　 ６ ２２ ６ １８
(注)① 持分法投資損益 18年9月中間期 ― 百万円 17年9月中間期 ― 百万円 18年3月期 ― 百万円

　 ② 期中平均株式数(連結) 18年9月中間期 15,260,241株 17年9月中間期 14,980,678株 18年3月期 15,083,081株

　 ③ 会計処理の方法の変更 無 　　 　 　 　

　 ④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　(2) 連結財政状態
　 総　資　産 純　資　産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

１８年９月中間期 １７，０４３ ４，７７５ ２８.０ ３１２ ７４

１７年９月中間期 １７，３１４ ４，７００ ２７.１ ３１１ ７９

１８年 ３ 月 期 ２０，１６７ ５，０８１ ２５.２ ３３３ ５０
(注) 期末発行済株式数(連結) 18年9月中間期 15,270,457株 17年9月中間期 15,075,529株 18年3月期 15,237,079株

　(3) 連結キャッシュ・フローの状況

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

１８年９月中間期 ５９０ △ １７２ △　４５３ １，００７

１７年９月中間期 ６７５ △ ７４ △　５６９ １，０６０

 １８年 ３ 月 期　 １５３ △　２４５ １０５ １，０４１

　(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 ２社　 持分法適用非連結子会社数 ― 社　 持分法適用関連会社数 ― 社

　(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結(新規) ― 社　 (除外) ― 社　 持分法(新規) ― 社　 (除外) ― 社

2. 平成１９年３月期の連結業績予想（平成1８年４月１日～平成１９年３月３１日）
　 売　上　高 経　常　利　益 当 期 純 利 益

　 百万円 百万円 百万円

通　　　　　　　 期 １８，５００ １４０ １４０

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　　９ 円１９銭
※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであります。予想にはさまざまな
不確定要素が内在しており、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。上記予想に関する事項は、
連結添付資料の６ページをご参照願います。　　
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1. 企業集団の状況

当社の企業集団は当社および子会社２社で構成され、コンクリ－ト二次製品の製造・販売ならびにこれら

に付帯する輸送、工事請負等の事業活動を行っております。

　連結子会社である株式会社サンズは当社製品の一部を中四国地方中心に販売しており、株式会社サンキャ

リーは当社製品の運送手配および出荷業務を行っております。

　当社はその他の関係会社である積水樹脂株式会社と企業提携基本契約を締結しており、同社から合成樹脂

と金属の複合製品等を仕入れ、当社製品を同社へ販売しております。また、同社の子会社であるエスジェイ

シーファイナンス株式会社から資金借入を行っております。

　以上の企業集団等について系統図を示すと以下のとおりであります。
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2. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

当社はコンクリート二次製品の製造・販売を通じて「美しく豊かな環境づくりに貢献する」を経営理念

としており、「最高の品質を追究します」「最高のサービスを提供します」「創意と工夫で挑戦します」

をモットーに、都市環境、住環境、ならびに自然環境に寄与する優れた独自製品を社会に送り出してまい

ります。

　　　

(2) 会社の利益配分に関する基本方針

当社は企業体質の強化を図りながら、株主の皆様への利益還元を充実させていくことを経営の最重要課

題と考えております。また、今後も予想される厳しい経営環境のなかで、収益力強化に繋がる内部留保の

充実等も考慮しつつ調和のとれた利益配分に努めてまいります。

　　

(3) 目標とする経営指標

当社はキャッシュ・フローを重視した経営により財務体質を強化し、収益力や資本効率を向上させるこ

とを経営上の重要な責務と考えており、そのためにフリー・キャッシュ・フローの増大を重視しておりま

す。 

　更に収益力の指標としてＲＯＡ（総資産経常利益率）や資本効率の指標としてＲＯＥ（株主資本当期純

利益率）についても、より一層の改善を目指してまいります。

　　

(4) 中長期的な会社の経営戦略

当社は厳しい状況が続く経営環境のなかで、「低コスト体質の実現」と「付加価値の高い製品開発・販

売」を柱とした事業構造改革により、企業体質の強化に取り組んでまいります。

　特に「安全・安心」「機能」「環境・リサイクル」などに対応し、社会ニーズにマッチした環境関連製

品の開発・販売に注力しており、今後の更なる飛躍を期しております。

　　

(5) 会社の対処すべき課題

当社は近年削減傾向にある公共事業に依存する業種であり、会社の事業構造、収益構造を再構築してい

くことが今後の重要な課題であります。その対応策として、需要の掘り起こしが期待できる民間分野への

事業拡大に注力し、機能性、景観性をより重視した新製品開発に取り組み、公共事業に左右されない事業

体質を構築してまいりたいと考えております。

　また、国の社会資本整備重点計画に沿った道路、治水、下水道、防災公園、市街地整備などに対応した

「個性と工夫に満ちた魅力ある都市、地域づくり」のための製品開発に努め、無電柱化、バリアフリー化

およびリサイクルシステムの確立などに注力するとともに、営業力の更なる強化に努め収益力の確保と財

務体質の強化を図ってまいります。

― 3 ―



(6) 親会社等に関する事項

①親会社等の商号等

親  会  社  等 属　　　性

親会社等の
議 決 権 所
有割合 
 （％）

親会社等が発行する株券が上場
されている証券取引所等

積水樹脂株式会社

上場会社が他の会社の
関連会社である場合に
おける当該他の会社

22.77
株式会社東京証券取引所　市場第一部
株式会社大阪証券取引所　市場第一部

　

②親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、その他上場会社と親会社等の関係 　　

当社は積水樹脂株式会社を親会社とする積水グループに属しており、同社は当中間連結会計期間末時

点で当社の議決権の22.77％を所有しております。

　同社とは「積極的な業務協力及び人材交流等を通じて、それぞれの事業基盤の強化・拡充・発展をは

かること」を目的とした企業提携基本契約を結んでおり、人材面では役員6名を含む合計10名の人材を

同社より受け入れております（平成18年9月末現在）。

　また、以下の分野において緊密な情報交換を行い、具体的な相互協力を図ってまいります。

　・保有する経営資源、ノウハウ、商品などが相互に活用できる分野

　・新たに事業が付加できる分野

　・その他提携効果が生かせる分野
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３．経営成績及び財政状態

(1) 経営成績

① 営業の概況

当中間連結会計期間のわが国の経済は、原油価格の高騰など景気の先行きに不透明感はあったもの

の、企業収益の改善による民間設備投資の増加や雇用環境の改善によって個人消費が堅調に推移したこ

ともあり、景気は緩やかな回復基調が続いてまいりました。

　一方、当グループ(当社及び連結子会社)の需要先である建設業界では、国や地方の公共事業が減少傾

向であり依然として厳しい状況が続いております。

　このような状況のもと、当グループは引き続き上昇する原材料費への対策として原価の低減や生産効

率の向上などにより原価の抑制に取り組み、また自社製品の売上高拡大による収益率の確保を推し進め

てまいりました。

　当中間連結会計期間の業績は、主に都市環境部門が前年は「つくばエクスプレス」開業に伴う駅前整

備事業などの大型物件があったことから減収となり、売上高は73億4百万円(前年同期比6.9％減)となり

ました。

　損益面については、売上高の減収ならびに原材料費の上昇を一部吸収できなかったことなどで、経常

損失は4億17百万円(同50百万円の増加)、中間純損失は退職給付制度の変更に伴う特別利益を計上した

ことや、固定資産除却損を特別損失に計上したことなどで、2億23百万円(同47百万円の改善)となりま

した。

　各部門の状況は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　（部門別売上高の状況）

　 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

　 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

都 市 環 境 部 門 2,449 31.2 2,013 27.6 6,623 33.6
エクステリア部門 1,181 15.1 1,214 16.6 2,371 12.0
土 木 部 門  4,217 53.7 4,076 55.8 10,730 54.4

合         計 7,847 100.0 7,304 100.0 19,725 100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(都市環境部門)

　主要な売上高を占める舗装材は、「安全・安心」、「機能性」、「環境・リサイクル」をキーワード

に社会のニーズに対応した製品群が引き続き堅調に推移いたしました。そのなかでも、国のバリアフリ

ー事業にマッチした主力製品の「バリアフリーペイブ」、街路の段差を抑制する機能を持つ当社独自の

「ＪＳ工法」ならびにリサイクル資材を活用した透水性舗装材が順調に推移いたしましたが、公共事業

の削減傾向および前年はつくばエクスプレス関連の大型物件もあったことから、当部門の連結売上高は

20億13百万円(前年同期比17.8％減)となりました。

　新製品としては、公園などに設置することで高齢者の健康増進に役立つ昇降階段状のファニチュア、

また、緊急時の防災用品などが収納できる製品で、避難誘導のサインを付加できるベンチを開発いたし

ました。
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(エクステリア部門)

　美しいガーデニングライフのツールとしての「立水栓」は住宅敷地の狭小化、ニーズの多様化に対応

して、より豊富なラインナップを提供することで好調に推移いたしました。また、積みブロックもシン

プルでモダンな住宅にマッチした高付加価値製品の「ロッシュⅡ」や「ジャグリス」が順調に推移し、

当部門の連結売上高は12億14百万円(前年同期比2.9％増)となりました。

　積みブロックの新製品としては、和風でモダンな住宅向けにスクエア形状で表面に複数のラインを施

した製品、また、洋風でモダンな住宅向けにホワイトを基調にしたタイル調デザインの製品などを開発

いたしております。なお、立水栓を中心に周辺製品の新規ガーデン製品アイテムの開発に注力いたして

おります。

　　　　　

(土木部門）

　トンネルに使用する大型分割式ボックスカルバートや電線類地中化事業である次世代型電線共同溝な

どの製品売上は増加し、主力製品である「ボックスカルバート」や「側溝」などは堅調に推移いたしま

したが、前年の台風災害などの復旧工事が落ち着いたことで河川・護岸用商品ならびに擁壁用商品が減

収となり、当部門の連結売上高は40億76百万円（前年同期比3.3％減）となりました。

　新製品としては、道路管理のための除草作業が不要となる雑草止めブロック、また、道路周辺の環境

変化のなかで道路用側溝の取替え工事が容易な製品を開発いたしました。

　　　

② 通期の見通し

下期のわが国経済は、民間設備投資や個人消費は堅調に推移するものと見込まれますが、一方で、原

油価格の高止まりによる原材料価格の更なる値上げにより企業収益への圧迫も引き続き懸念されること

から、当グループを取り巻く経営環境は依然として楽観を許さない状況で推移するものと予想されま

す。

　このような状況のなか、当グループは生産・開発部門においては、既存技術の更なる充実・強化や新

技術の導入に向けて、専門性の高い大学や先端技術を有する企業との共同開発を図り、新たな事業の創

出に努めております。また、販売部門においては、国の社会資本整備重点計画ならびに美しい国づくり

大綱と景観基本法にマッチした新製品をはじめ、付加価値の高い自社製品の拡販を積極的に推進いたし

てまいります。

　平成18年10月23日の取締役会において、当社の製造協力会社で民事再生中の東播商事株式会社の株式

を100％取得することを決議し、生産技術および経営面の支援をすることといたしました。なお、これ

による通期の業績に与える影響は軽微であります。

　通期の業績は、連結売上高185億円(前連結会計年度比6.2％減)、経常利益１億40百万円(同76.0％

増)、当期利益１億40百万円（同49.3％増)の見通しであります。
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(2) 財政状態

①当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況 　 (単位　百万円）

項　　　　　　　　目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

営業活動によるキャッシュ・フロー 675 590 153

投資活動によるキャッシュ・フロー △74 △172 △245

財務活動によるキャッシュ・フロー △569 △453 105

現金及び現金同等物の増加額(△減少額) 31 △34 12

現金及び現金同等物の期首残高 1,029 1,041 1,029

現金及び現金同等物の中間期末残高 1,060 1,007 1,041

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計

年度末に比べ、34百万円（3.3％）減少し、10億7百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動による資金は、税金等調整前中間純損失を3億94百万円計上し、

仕入債務が22億31百万円減少、退職給付引当金が５億円減少したものの、売上債権が34億61百万円減少、

確定拠出年金債務３億７百万円増加および減価償却費１億91百万円などにより、５億90百万円（前年同期

比85百万円の資金減）となりました。  

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動による資金は、投資有価証券の取得および設備投資などにより、

△１億72百万円（同97百万円の資金減）となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動による資金は、長期借入金が減少したことなどにより、△４億53

百万円（同１億16百万円の資金増）となりました。

②キャッシュ・フロー指標のトレンド
　 　 　

　 平成16年9月期 平成17年3月期 平成17年9月期 平成18年3月期 平成18年9月期

自 己 資 本 比 率 (％） 26.9 24.6 27.1 25.2 28.0

債 務 償 還 年 数 (年） 4.0 12.6 5.4 52.7 6.5

インタレストカバレッジレシオ(倍) 24.9 8.6 21.5 2.6 17.7

時価ベースの自己資本比率(%) 11.5 12.2 19.3 16.9 15.9

(注)　各指標は、以下の算式により算出しております。

〈債務償還年数〉＝有利子負債/営業活動によるキャッシュ・フロー

〈インタレストカバレッジレシオ〉＝営業活動によるキャッシュ・フロー/利払い

〈時価ベースの自己資本比率〉＝株式時価総額/総資産

なお、中間連結会計期間においては、債務償還年数は営業キャッシュ・フローを年換算して算出しております。
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4. 中間連結財務諸表等

中間連結財務諸表

① 中間連結貸借対照表

　

　 　
前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 1,060,603 　 　 1,007,001 　 　 1,041,581 　

　２　受取手形及び売掛金 ※1,3 　 5,590,241 　 　 5,273,619 　 　 8,735,071 　

　３　たな卸資産 　 　 2,147,898 　 　 2,178,031 　 　 2,030,096 　

　４　繰延税金資産 　 　 112,066 　 　 183,114 　 　 718 　

　５　その他 　 　 49,786 　 　 81,866 　 　 87,665 　

　　　貸倒引当金 　 　 △25,843 　 　 △22,782 　 　 △33,889 　

　　　流動資産合計 　 　 8,934,752 51.6 　 8,700,850 51.1 　 11,861,242 58.8

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物及び構築物 　 6,134,051 　 　 6,075,138 　 　 6,153,234 　 　

　　　　減価償却累計額 　 3,802,066 2,331,984 　 3,890,685 2,184,453 　 3,891,541 2,261,693 　

　　(2) 機械装置及び
　　　　運搬具

　 5,932,876 　 　 5,998,072 　 　 5,996,677 　 　

　　　　減価償却累計額 　 5,182,303 750,572 　 5,275,616 722,455 　 5,291,770 704,907 　

　　(3) 土地 　 　 4,134,697 　 　 4,213,102 　 　 4,213,102 　

　　(4) 建設仮勘定 　 　 12,038 　 　 39,143 　 　 9,085 　

　　(5) 工具器具備品 　 1,690,034 　 　 1,672,311 　 　 1,648,164 　 　

　　　　減価償却累計額 　 1,527,848 162,185 　 1,498,436 173,874 　 1,484,871 163,293 　

　　　有形固定資産合計 　 　 7,391,478 42.7 　 7,333,030 43.0 　 7,352,082 36.5

　２　無形固定資産 　 　 240,557 1.4 　 304,298 1.8 　 290,372 1.4

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 549,830 　 　 517,893 　 　 472,555 　

　　(2) 長期貸付金 　 　 55,800 　 　 55,800 　 　 55,800 　

　　(3) その他 　 　 246,393 　 　 233,793 　 　 221,553 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △104,202 　 　 △102,116 　 　 △86,393 　

　　　投資その他の
　　　資産合計

　 　 747,820 4.3 　 705,370 4.1 　 663,514 3.3

　　　固定資産合計 　 　 8,379,857 48.4 　 8,342,699 48.9 　 8,305,969 41.2

　　　資産合計 　 　 17,314,609 100.0 　 17,043,549 100.0 　 20,167,211 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

― 8 ―



　

　 　
前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形及び買掛金 ※３ 　 3,760,792 　 　 3,376,071 　 　 5,475,367 　

　２　短期借入金 　 　 7,411,100 　 　 7,650,000 　 　 8,062,900 　

　３　未払法人税等 　 　 22,195 　 　 25,779 　 　 37,544 　

　４　未払消費税等 　 　 13,562 　 　 18,651 　 　 64,992 　

　５　未払費用 　 　 142,124 　 　 143,214 　 　 163,857 　

　６　賞与引当金 　 　 127,192 　 　 100,256 　 　 97,546 　

　７　その他 ※３ 　 399,808 　 　 536,520 　 　 444,185 　

　　　流動負債合計 　 　 11,876,775 68.6 　 11,850,494 69.5 　 14,346,394 71.1

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　繰延税金負債 　 　 117,607 　 　 85,328 　 　 113,170 　

　２　退職給付引当金 　 　 604,939 　 　 108,210 　 　 608,895 　

　３　その他 　 　 14,918 　 　 223,906 　 　 17,232 　

　　　固定負債合計 　 　 737,466 4.3 　 417,445 2.5 　 739,298 3.7

　　　負債合計 　 　 12,614,241 72.9 　 12,267,939 72.0 　 15,085,692 74.8

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 2,019,800 11.7 　 ― ― 　 2,019,800 10.0

Ⅱ　資本剰余金 　 　 2,008,742 11.6 　 ― ― 　 2,015,294 10.0

Ⅲ　利益剰余金 　 　 522,323 3.0 　 ― ― 　 886,778 4.4

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 175,385 1.0 　 ― ― 　 168,768 0.8

Ⅴ　自己株式 　 　 △25,884 △0.2 　 ― ― 　 △9,122 △0.0

　　　資本合計 　 　 4,700,367 27.1 　 ― ― 　 5,081,519 25.2

　　　負債、少数株主持分
　　　及び資本合計

　 　 17,314,609 100.0 　 ― ― 　 20,167,211 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― 　 　 2,019,800 　 　 ― 　

　２　資本剰余金 　 　 ― 　 　 2,016,584 　 　 ― 　

　３　利益剰余金 　 　 ― 　 　 617,602 　 　 ― 　

　４　自己株式 　 　 ― 　 　 △5,626 　 　 ― 　

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 4,648,361 27.3 　 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― 　 　 127,248 　 　 ― 　

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ― 　 127,248 0.7 　 ― ―

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 4,775,609 28.0 　 ― ―

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 17,043,549 100.0 　 ― ―
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② 中間連結損益計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 ※１ 　 7,847,622 100.0 　 7,304,938 100.0 　 19,725,478 100.0

Ⅱ　売上原価 ※２ 　 6,751,612 86.0 　 6,308,663 86.4 　 16,738,325 84.9

　　　売上総利益 　 　 1,096,010 14.0 　 996,274 13.6 　 2,987,153 15.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※３ 　 1,455,705 18.6 　 1,404,282 19.2 　 2,897,874 14.6

　　　営業利益又は
　　　営業損失(△)

　 　 △359,695 △4.6 　 △408,007 △5.6 　 89,279 0.5

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 1,037 　 　 4,744 　 　 2,455 　 　

　２　受取配当金 　 3,631 　 　 4,176 　 　 6,016 　 　

　３　受取賃貸料 　 9,976 　 　 9,180 　 　 18,798 　 　

　４　仕入割引 　 3,517 　 　 3,557 　 　 8,603 　 　

　５　工業所有権実施
　　　許諾料

　 4,571 　 　 1,870 　 　 12,292 　 　

　６　雑収入 　 5,767 28,502 0.4 5,819 29,349 0.4 12,930 61,096 0.3

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 31,413 　 　 33,346 　 　 60,390 　 　

　２　手形売却損 　 246 　 　 1,891 　 　 1,390 　 　

　３　売上割引 　 4,066 　 　 3,339 　 　 9,002 　 　

　４　雑損失 　 153 35,880 0.5 238 38,816 0.5 28 70,813 0.4

　　　経常利益又は
　　　経常損失(△)

　 　 △367,073 △4.7 　 △417,474 △5.7 　 79,562 0.4

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※４ ― 　 　 22 　 　 ― 　 　

　２　投資有価証券売却益 　 ― 　 　 ― 　 　 54,334 　 　

　３　退職給付引当金
      戻入額

　 ― ― ― 70,390 70,412 1.0 ― 54,334 0.3

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却損 ※５ ― 　 　 465 　 　 ― 　 　

　２　固定資産除却損 ※６ 4,943 4,943 0.0 46,555 47,020 0.7 15,090 15,090 0.1

　　　税金等調整前
　　　中間純損失(△)又は
　　　当期純利益

　 　 △372,016 △4.7 　 △394,082 △5.4 　 118,807 0.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 11,733 　 　 15,065 　 　 25,651 　 　

　　　法人税等調整額 　 △113,094 △101,361 △1.3 △185,682 △170,617 △2.3 △643 25,007 0.1

　　　中間純損失(△)又は
　　　当期純利益

　 　 △270,655 △3.4 　 △223,464 △3.1 　 93,799 0.5
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③ 中間連結剰余金計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本剰余金期首残高 　 　 2,002,120 　 2,002,120

Ⅱ　資本剰余金増加高 　 　 　 　 　

　　　自己株式処分差益 　 6,622 6,622 13,174 13,174

Ⅲ　資本剰余金中間期末
　　(期末)残高

　 　 2,008,742 　 2,015,294

　 　 　 　 　 　

(利益剰余金の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　利益剰余金期首残高 　 　 837,729 　 837,729

Ⅱ　利益剰余金増加高 　 　 　 　 　

　　　当期純利益 　 ― ― 93,799 93,799

Ⅲ　利益剰余金減少高 　 　 　 　 　

　１　配当金 　 44,749 　 44,749 　

　２　中間純損失 　 270,655 315,405 ― 44,749

Ⅳ　利益剰余金中間期末
　　(期末)残高

　 　 522,323 　 886,778
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④ 中間連結株主資本等変動計算書

当中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,019,800 2,015,294 886,778 △9,122 4,912,750

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 △45,711 　 △45,711

　中間純損失 　 　 △223,464 　 △223,464

　自己株式の取得 　 　 　 △323 △323

　自己株式の処分 　 1,290 　 3,819 5,110

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

─ 1,290 △269,176 3,496 △264,389

平成18年９月30日残高(千円) 2,019,800 2,016,584 617,602 △5,626 4,648,361

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 168,768 168,768 5,081,519

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 △45,711

　中間純損失 　 　 △223,464

　自己株式の取得 　 　 △323

　自己株式の処分 　 　 5,110

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△41,519 △41,519 △41,519

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

△41,519 △41,519 △305,909

平成18年９月30日残高(千円) 127,248 127,248 4,775,609

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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⑤ 中間連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　　　税金等調整前中間純損失
　　　(△)又は当期純利益

　 △372,016 △394,082 118,807

　　　減価償却費 　 198,329 191,880 411,351

　　　有形固定資産売却益 　 ― △22 ―

　　　有形固定資産売却損 　 ― 465 ―

　　　有形固定資産除却損 　 464 46,555 10,611

　　　投資有価証券売却益 　 ― ― △54,334

　　　貸倒引当金の増加額
　　　(△減少額)

　 20,167 4,615 10,404

　　　賞与引当金の増加額
　　　(△減少額)

　 64,785 2,710 35,140

　　　退職給付引当金の増加額
　　　(△減少額)

　 2,640 △500,684 6,595

　　　受取利息及び受取配当金 　 △4,668 △8,921 △8,471

　　　支払利息 　 31,413 33,346 60,390

　　　売上債権の減少額
　　　(△増加額)

　 3,350,382 3,461,452 205,552

　　　たな卸資産の減少額
　　　(△増加額)

　 △331,441 △147,935 △213,639

　　　仕入債務の増加額
　　　(△減少額)

　 △2,119,510 △2,231,643 △283,751

　　　未払消費税等の増加額
　　　(△減少額)

　 △55,921 △46,341 △4,490

　　　確定拠出年金債務の
　　　増加額(△減少額)

　 ― 307,228 ―

　　　その他の資産の減少額
　　　(△増加額)

　 △58,385 △52,770 △65,452

　　　その他の負債の増加額
　　　(△減少額)

　 26,875 △26,416 3,630

　　　　　　　小計 　 753,114 639,435 232,343

　　　利息及び配当金の受取額 　 5,207 9,732 8,161

　　　利息の支払額 　 △31,478 △33,301 △60,612

　　　法人税等の支払額 　 △50,848 △25,009 △26,670

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 675,994 590,857 153,221
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前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　　　有形固定資産の取得
　　　による支出

　 △41,868 △80,709 △266,558

　　　有形固定資産の売却
　　　による収入

　 ― 1,346 717

　　　無形固定資産の取得
　　　による支出

　 △35,430 △24,707 △97,617

　　　投資有価証券の取得
　　　による支出

　 ― △114,699 ―

　　　投資有価証券の売却
　　　による収入

　 ― ― 120,555

　　　貸付金の回収による収入 　 ― 35,350 ―

　　　その他の投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 2,727 11,333 △3,031

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 △74,571 △172,085 △245,934

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　　　短期借入金の純増加額
　　　(△純減少額)

　 △350,000 50,000 400,000

　　　長期借入金の返済
　　　による支出

　 △198,200 △462,900 △296,400

　　　自己株式の処分
　　　による収入

　 23,652 5,110 47,596

　　　自己株式の取得
　　　による支出

　 △562 △323 △1,193

　　　配当金の支払額 　 △44,749 △45,238 △44,749

　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 △569,860 △453,352 105,252

Ⅳ　現金及び現金同等物の
　　増加額(△減少額)

　 31,562 △34,579 12,540

Ⅴ　現金及び現金同等物の
　　期首残高

　 1,029,040 1,041,581 1,029,040

Ⅵ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

　 1,060,603 1,007,001 1,041,581

　 　 　 　 　

　

― 15 ―



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数　　３社

　連結子会社の名称

　　㈱サンズ

　　日興中部販売㈱

　　㈱サンキャリー

なお、日興中部販売㈱につきま

しては、現在清算手続中であり

ます。

１　連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数　　２社

　連結子会社の名称

　　㈱サンズ

　　㈱サンキャリー

　

１　連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数　　２社

　連結子会社の名称

　　㈱サンズ

　　㈱サンキャリー

従来、連結子会社であった日興

中部販売㈱は、当連結会計年度

において清算結了したため連結

の範囲より除外しております

が、清算結了時までの損益は連

結しております。

２　持分法の適用に関する事項

　　持分法を適用した非連結子会

社、関連会社はありません。

２　持分法の適用に関する事項

同左

２　持分法の適用に関する事項

同左

３　連結子会社の中間決算日等に関

する事項

　　連結子会社の中間決算日と中間

連結決算日とは同一でありま

す。

３　連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３　連結子会社の事業年度等に関す

る事項

　　連結子会社の事業年度末日と連

結決算日とは同一であります。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　　①　有価証券

　　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

　　　　　……中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ております。)

　　①　有価証券

同左

　　　　　時価のあるもの

　　　　　……中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ております。)

　　①　有価証券

　　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

　　　　　……決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ております。)

　　　　　時価のないもの

　　　　　……移動平均法による原

価法

　　　　　時価のないもの

　　　　　……移動平均法による原

価法

　　　　　時価のないもの

　　　　　……移動平均法による原

価法

　　②　たな卸資産

　　　　　製品・仕掛品

　　　　　……総平均法による原価

法

　　　　　未成工事支出金

　　　　　……個別原価法

　　　　　商品・原材料

　　　　　……移動平均法による原

価法

　　　　　貯蔵品

　　　　　……最終仕入原価法

　　②　たな卸資産

同左

　　②　たな卸資産

同左

― 16 ―



　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　　　　　　　……定率法

　　　　なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び
運搬具

４～12年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　　①　有形固定資産

同左

　(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　　①　有形固定資産

同左

　　②　無形固定資産及び

　　　　長期前払費用

　　　　　　　　　　……定額法

　　　　なお、ソフトウェア(自社利

用分)の耐用年数は、社内に

おける利用可能期間(５年)

であります。

　　②　無形固定資産及び

　　　　長期前払費用

同左

　　②　無形固定資産及び

　　　　長期前払費用

同左

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

同左

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

同左

　　②　賞与引当金

　　　　従業員の賞与の支出に備え

るため、将来の支給見込額

のうち当中間連結会計期間

の負担額を計上しておりま

す。

　　②　賞与引当金

同左

　　②　賞与引当金

　　　　従業員の賞与の支出に備え

るため、将来の支給見込額

のうち当連結会計年度の負

担額を計上しております。
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前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　　③　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

　　　　数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定年数(10年)による定

率法によりそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。

　

　　③　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

　　　　過去勤務債務は、発生連結

会計年度に費用処理するこ

ととしております。

　　　　数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定年数(10年)による定

率法によりそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。

　　　　（追加情報）

当社は、当中間連結会計期

間の期首において、現行の

適格退職年金制度から確定

給付企業年金制度及び確定

拠出年金制度へ移行してお

ります。

　　③　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において

発生していると認められる

額を計上しております。

　　　　数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定年数(10年)による定

率法によりそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。

　

　(4) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

　(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

　(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

　(5) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項

　　　消費税等の会計処理方法

　　　消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式を採用して

おります。

　(5) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項

　　　消費税等の会計処理方法

同左

　(5) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

　

　　　消費税等の会計処理方法

同左

５　中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　　手許現金、要求払預金及び取得

日から３ケ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資からなって

おります。

５　中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５　連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左
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会計処理の変更

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

当中間連結会計期間から固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会　平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基

準委員会　平成15年10月31日　企業

会計基準適用指針第６号)を適用して

おります。

これによる損益に与える影響はあり

ません。

─── (固定資産の減損に係る会計基準)

当連結会計年度から固定資産の減損

に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会　平成14年８月

９日))及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会　平成15年10月31日　企業会

計基準適用指針第６号)を適用してお

ります。

なお、これによる損益に与える影響

はありません。

─── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号　平

成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号　平成17年12月９日）

を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、4,775,609千円でありま

す。

なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部に

ついては、中間連結財務諸表規則の

改正に伴い、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。

───
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表示方法の変更

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

(中間連結損益計算書)

前中間連結会計期間において、営業外収益の「雑収入」

に含めておりました「仕入割引」は、営業外収益の100分

の10を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記し

ております。なお、前中間連結会計期間の営業外収益の

「雑収入」に含まれる「仕入割引」は、1,766千円であり

ます。

前中間連結会計期間において、営業外費用の「雑損失」

に含めておりました「売上割引」は営業外費用の100分の

10を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記して

おります。なお、前中間連結会計期間の営業外費用の「雑

損失」に含まれる「売上割引」は1,591千円であります。

前中間連結会計期間において、営業外収益に区分掲記し

ておりました「業務受託料」（当中間連結会計期間35千

円）は、金額が僅少となったため、営業外収益の「雑収

入」に含めて表示しております。

 ───
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

※１　担保に供している資産

受取手形 1,896,552千円

建物及び
構築物

1,547,826

機械装置
及び運搬具

459,918

土地 3,017,146

計 6,921,444千円

(上記のうち工場財団として担保に供

している資産)

建物及び
構築物

898,033千円

機械装置
及び運搬具

459,140

土地 1,221,913

計 2,579,087千円

担保資産に対応する債務

短期借入金 5,712,652千円

(上記のうち工場財団に対応する債

務)

短期借入金 1,608,500千円

※１　担保に供している資産

受取手形 1,766,416千円

建物及び
構築物

1,448,107

機械装置
及び運搬具

481,854

土地 3,032,270

計 6,728,648千円

(上記のうち工場財団として担保に供

している資産)

建物及び
構築物

843,766千円

機械装置
及び運搬具

481,075

土地 1,237,037

計 2,561,879千円

担保資産に対応する債務

短期借入金 5,621,416千円

(上記のうち工場財団に対応する債

務)

短期借入金 1,570,000千円

※１　担保に供している資産

受取手形 2,696,801千円

建物及び
構築物

1,493,011

機械装置
及び運搬具

437,849

土地 3,032,270

計 7,659,933千円

(上記のうち工場財団として担保に供

している資産)

建物及び
構築物

867,126千円

機械装置
及び運搬具

437,071

土地 1,237,037

計 2,541,235千円

担保資産に対応する債務

短期借入金 6,467,900千円

(上記のうち工場財団に対応する債

務)

短期借入金 1,589,500千円

　２　受取手形割引高

20,221千円

受取手形裏書譲渡高

13,261

※３　　　　　―――

　

　２　受取手形割引高

49,821千円

営業外受取手形割引高

207,288

※３　中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理

当中間連結会計期間の末日

は金融機関の休日でありま

したが、満期日に決済が行

われたものとして処理して

おります。

当中間連結会計期間末日満

期手形の金額は、次のとお

りであります。

受取手形 349,065千円

支払手形 605,060

その他 　

（設備関係支払手形）

　 8,150

　

　２　受取手形割引高

26,129千円

営業外受取手形割引高

214,750

受取手形裏書譲渡高

13,176

※３　　　　　───
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　売上高の季節的変動について

　　　当グループの売上高は、通常

の営業形態として、上半期に

比べ下半期の売上高割合が大

きいため、連結会計年度の上

半期の売上高と下半期の売上

高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に

季節的変動があります。

※１　売上高の季節的変動について

同左

※１　　　　　―――

※２　当グループ製・商品は重量物

であり、運賃コストの占める

割合が大きく、かつ契約は得

意先現地渡が大部分であるた

め、運賃は売上原価に計上し

ております。

※２

同左

※２

同左

※３　販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

広告宣伝費 74,440千円

貸倒引当金
繰入額

22,077

給与 525,316

賞与引当金
繰入額

72,597

退職給付
費用

37,583

賃借料 149,397

減価償却費 39,636

研究開発費 62,222

※３　販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

広告宣伝費 71,297千円

貸倒引当金
繰入額

6,439

給与 543,322

賞与引当金
繰入額

35,167

退職給付
費用

26,688

賃借料 137,212

減価償却費 40,085

研究開発費 55,529

※３　販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

広告宣伝費 131,277千円

貸倒引当金
繰入額

40,610

給与 1,076,830

賞与引当金
繰入額

52,315

退職給付
費用

72,035

賃借料 299,194

減価償却費 82,722

研究開発費 122,902

※４　　　　――― ※４　固定資産売却益は、機械及び

運搬具 22千円であります。

　

　

※４　　　　―――

※５　　　　――― ※５　固定資産売却損は、工具器具

備品 465千円であります。

　

　

※５　　　　―――

※６　固定資産除却損の主なもの

は、次のとおりであります。

建物等
撤去費用

4,479千円

工具器具
備品

289

　

※６　固定資産除却損の主なもの

は、次のとおりであります。

建物及び
構築物

37,729千円

機械装置
及び運搬具

7,946

　

※６　固定資産除却損の主なもの

は、次のとおりであります。

機械装置
及び運搬具

3,813千円

工具器具
備品

5,410

建物等
撤去費用

4,479
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 15,321 ― ― 15,321
　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 83 1 35 50
　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　1千株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　新株予約権の権利行使による減少　　 35千株

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年６月23日
定時株主総会

普通株式 45,711 3.00 平成18年３月31日 平成18年６月23日

　

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となる

もの

　　　　該当ありません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲載されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,060,603千円

現金及び
現金同等物

1,060,603千円

　

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲載されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,007,001千円

現金及び
現金同等物

1,007,001千円

　

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲載されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定 1,041,581千円

現金及び
現金同等物

1,041,581千円
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リース取引関係

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

(機械装置及び運搬具)
　

取得価額相当額 177,985千円

減価償却累計額
相当額

99,882

中間期末残高
相当額

78,102千円

　

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

(機械装置及び運搬具)
　

取得価額相当額 189,950千円

減価償却累計額
相当額

111,358

中間期末残高
相当額

78,592千円

　

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

(機械装置及び運搬具)
　

取得価額相当額 188,236千円

減価償却累計額
相当額

107,234

期末残高相当額 81,002千円

(工具器具備品)
　

取得価額相当額 429,707千円

減価償却累計額
相当額

250,329

中間期末残高
相当額

179,377千円

　

(工具器具備品)
　

取得価額相当額 396,393千円

減価償却累計額
相当額

185,183

中間期末残高
相当額

211,209千円

　

(工具器具備品)
　

取得価額相当額 429,817千円

減価償却累計額
相当額

204,762

期末残高相当額 225,054千円

(合計)
　

取得価額相当額 607,692千円

減価償却累計額
相当額

350,211

中間期末残高
相当額

257,480千円

　

(合計)
　

取得価額相当額 586,343千円

減価償却累計額
相当額

296,542

中間期末残高
相当額

289,801千円

　

(合計)
　

取得価額相当額 618,054千円

減価償却累計額
相当額

311,996

期末残高相当額 306,057千円

　　取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占めるそ

の割合が低いため、支払利子込

み法によっております。

同左 　　取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占めるその割合が

低いため、支払利子込み法によ

っております。

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 109,024千円

１年超 148,455

合計 257,480千円

　　未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占めるその割合が低

いため、支払利子込み法によっ

ております。

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 111,851千円

１年超 177,949

合計 289,801千円

同左

２　未経過リース料期末残高相当額

　

１年内 114,957千円

１年超 191,099

合計 306,057千円

　　未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

めるその割合が低いため、支払

利子込み法によっております。

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 67,824千円

減価償却費
相当額

67,824

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 67,886千円

減価償却費
相当額

67,886

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 131,672千円

減価償却費
相当額

131,672

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし残存

価額を零とする、定額法によっ

ております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額の算定方法

同左
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有価証券関係

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価(千円) 　 中間連結貸借対照表計上額(千円) 　 差額(千円)

株式 244,364 　 537,357 　 292,992

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 12,472千円

　

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価(千円) 　 中間連結貸借対照表計上額(千円) 　 差額(千円)

株式 292,842 　 505,420 　 212,577

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成18年９月30日)

その他有価証券

非上場株式 12,472千円

　

前連結会計年度末(平成18年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価(千円) 　 連結貸借対照表計上額(千円) 　 差額(千円)

株式 178,144 　 460,082 　 281,938

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 12,472千円
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デリバティブ取引関係

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日)

デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日)

デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

前連結会計年度末(平成18年３月31日)

デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

　　　

セグメント情報

１　事業の種類別セグメント情報

(1) 事業の区分は、製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性によっております。

(2) 当グループの事業は、前中間連結会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）及

び当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）並びに前連結会計年度

（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）において、コンクリート二次製品事業及びこ

れに関連する建築資材・商品の販売事業の売上高及び営業損益の金額が、全セグメントの売上高

の合計及び営業損益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セ

グメント情報は作成しておりません。

　　

２　所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）及び当中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）並びに前連結会計年度（自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店が

ないため、該当事項はありません。

　　

３　海外売上高

前中間連結会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）及び当中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）並びに前連結会計年度（自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日）において、海外売上高がないため、該当事項はありません。
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